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ご紹介いただきました、向井と申します。先ほどの最首さんのお話を受けつつ、
科学と人の生活について、僕がふた月ぐらいの間に見聞きしたことを具体的な話
を交えながらご報告させていただきたいと思っています。
特に原発の事故以来、科学のことを話すこと自体がとても政治的なことになっ
ている。その科学的な情報を共有することもまた、これまでにないほど政治性を
持っているという状況だと思います。そして、科学的な裏付けに基づくとされる
施策が、人々の生活を大きく規定しています。いま最も大きく動いているのは、
震災で被災した人、特に原発で起こった事故の影響を受けている人の生活でしょ
う。その人々の生活に何が起きているのか。震災後、制度や施策を通して生活の
不安定性と不安がかえって増していき、多くの人々の生活の営みが文字通り危機
に瀕しているわけですが、その状況を通して見えてくる科学のあり方と現れをお
話したいと思います。
3月11日の地震のあと、 3月20日前後から、被災地の宮城、岩手、福島などか
ら東京に避難している人が結構おられます。その人たちの状況はさまざまで、地
理的にはこの三つの県が中心だと思うのですが、被災の状況にしても、地震だっ
たり、津波だったり、原発だったり、もしくはその複合だったり。また世帯構成
も家族を持っている人なのか、単身の人なのか。家族の場合、子どもがいるのか、
高齢の方と一緒に住んでいるのか、などで大きく違ってきます。
その人たちの生活を、単一のイメージに当てはめることはできません。ただ、
大勢の人たちが、東北の被災地からやって来て、東京や埼玉に作られた避難所で
生活していました。今はそのほとんどが閉じられて、多くの人が次の段階（ホテ
ルなどでの生活）へ移っています。その支援に関わる機会があり、その後も継続
的に情報を受け取ってきたので、それを皆さんにお伝えしながら一緒に考えてい
きたいと思います。
4 月30日付で、福島から県外へ避難した人が 3 万4,000人という報道がありま
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した。このうち、東京に来た人は3,600人程度、新潟に行った人が7,700人ぐらい
で、埼玉のほうが4,300人ということです。東京は県外避難者数でいうと 3 番目
に多く、福島からの人々が数千人の単位で暮らしているということです。県外に
避難した人の 1割ぐらいが、東京に来ているということになりますね。福島県全
体の人口は約200万人で、いわき市、郡山市、福島市の三つの人口が大きく、こ
れらの都市の合計人口が30万人前後です。また、東京に3,600人ということです
が、足取りが確認された人数ということなので、実際にはもっと多くの人が東京
で暮らしていると思います。また、こちらに来て、福島に戻るという人もおられ
ますし、大体の数字ということです。ちなみに福島第一原発から30km圏内の人
口は15万人ぐらいです。この地域からは多くの人が移住しました。ただ、移住先
は県外とは限りません。
東京では避難施設として、足立区の綾瀬にある東京武道館というところが使わ
れることになりました。コンサート等が行われる有名な武道館ではなくて、もっ
と小さい体育館です。都が管理していたのですが、ここでの都の対応が驚くほど
悪くて、基本的に「勝手に避難してきたのだから、前向きな支援はしません」と
いった感じの、最初は食事すら出さないという対応でした。「勝手に避難してき
た」という根拠としては、原発から30km圏という線引きが大きくありました。
その外にいる人というのは、「自主避難」という言葉を使われています。つまり、
動く必要性がなかったのに動いてきた人たちだから、その生活を援助する筋合い
はありません、というニュアンスなのです。この30km圏の線引きを裏打ちする
のが、科学的なデータです。科学的な見地からの基準や線引きのようなものが、
人々の生活を規定していきます。これが東京での避難所でどのように現れていっ
たのかを、見聞きした範囲でお伝えしたいと思っています。
東京武道館がある綾瀬の地理的な特徴は、福島から高速道路で東京に向かうと、
一番最初に東京に降りるインターチェンジからたどり着くところだということで
す。主に福島からの人、中でも原発に関連して避難してきた人たちが 8割ぐらい
で、大部分だったといっていいと思います。最大で500人弱の人が暮らしていま
した。大きな流れとして、まずそこで一旦落ち着く（といっても、なかなか落ち着
けないような感じだったのですけれども）。そのあとに区内や都内の旅館やホテルに
移り、それから都営住宅や公営住宅、そして民間のアパートを借りるという 3段
階の流れになっていました。今の時点では、避難してきた人たちは東京武道館か
ら他へ移り、避難所としての東京武道館は閉じられています。
皆さんには、今、私たちがいるここを避難所と想像してみてください。そこに
は毛布が敷いてあるくらいの設備しかなくて、しばらく暮らさなければいけない。
手持ちのお金があるとは限らないし、これから先仕事も何も決まっていない。と
いって家にも帰れないという状況で、生活の重みや不安がのしかかります。特に
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これからの生活について、明日の飯をどうするかというところから考えなければ
いけない。そういう状態で、最大500人ぐらいの人が東京武道館で暮らしていた
ということです。
体育館には、一応世帯ごとの仕切りがあったのですけれども、座っても隣を見
渡せるくらいのものでした。女性だと着替えや授乳などの問題がすごく大きくな
りますし、寝るときに自分のまわりで落ち着けるスペースがどれだけあるかとい
うのは、重要な問題です。柔道場の畳の上に毛布があって、そこで寝起きすると
いうかたちでした。
最初に避難してきた人たちに対しては食事が出ず、自分で買ってくださいとい
うことでした。その時点で来ていた人というのは、本当に着のみ着のままで車を
運転してきた人で、例えばパーキングエリアでガソリンがなくなってしまって、
にっちもさっちもいかなくなったところで、偶然知り合いに会って相乗りさせて
もらって、たどり着いたのが東京武道館だったというような状況です。
ところが「食事は自分で買ってくれ」と都から言われます。その時期（3月後
半）は皆さんも覚えていらっしゃると思うのですが、コンビニの棚に食べ物が何
もなかった頃で、買おうと思っても買えないという状態でした。それで、ボラン
ティア団体が見るに見かねて炊き込みご飯などをつくって持ち込もうとしたので
すけれども、それも職員が止めるのです。東京都の職員から、「余計なことはし
てほしくない。万が一、食中毒などが起こったら、管理の妨げになるからやめて
ほしい」という趣旨のことを言われました。しかし、温かい食事は避難してきた
人々が本当に必要としています。それをはっきりわかっていながら、断るという
判断はどうなのかと言わざるを得ない。体育館である東京武道館を管理している
部署は、東京都のスポーツ振興を担当するスポーツ振興局ですから、元々人の生
活を支えるような部署ではありません。そのため、入り口のところに見張りのよ
うに立って、何か不祥事が起きないか見張るくらいしかやることがないという印
象です。
ところが、法律には災害救助法というものがありまして、この「弾力的な運用」
を厚労省が通達という形で現時点まで 7通くらい出しています。被災した人の生
活の支援を、非常事態だから自由度を増す形でやってくださいという趣旨の通達
です。つまり、災害救助法を活用することで食事や家財道具などを出すことがで
きるということなのですが、都はやろうとしないし、ボランティアからの申し出
も断るように見えました。
避難してきた人たちの中には、所持金が1,000円を切っていたりする人なども
いるわけです。着のみ着のまま出てきた人というのは本当に先行きの生活が見え
ない中で、食費などは確実にかかるものですから、手持ちのお金がどんどん減っ
ていくわけです。そういう人たちの、明日からの生活をどうするかというような
生活相談などは、人の命に関わる重要なことだと思いますが、都は「需要がない
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からやらなくていい」という言い方でボランティアによる相談もシャットアウト
してきました。当時は原子力発電所が水素爆発していた頃ですから、子どもの被
爆のことを考えて、子連れで避難してきた人たちが結構いました。そういう人た
ちに食事と一緒におもちゃを渡そうとするのですが、都の方から「足りているか
ら出さなくていい」「勝手なことをやってもらっては困る」と言われてしまいま
した。
こちらとしては、法律的にも（災害救助法を活用しての）支援をする旨定められ
ているのだから、食事や身の回りの物などについてきちんと出すべきだ、という
ことを言っていくことになります。「Toss Net」という団体が、野宿している人た
ちの支援などをしていた法律家を中心とした人たちによって立ち上げられ、活動
していくことになりました。僕はそこの活動に少しだけ関わらせてもらいました。
最終的には都の方も避難所で食事を出すことになるのですが、最初は、ボラン
ティアの人が炊き込みご飯などを持ち込もうとして断られました。都の側が食事
の提供をやらないのならこちらで炊き出しをやることにして、大きな鍋釜を持ち
込み、プレスにも流しましたところ、都の側も仕方ないから食事を出すようにな
ったという経緯でした。
先ほどふれた災害救助法のように、法律が果たす役割というのは大きくて、雇
用保険の中での失業給付や原子力災害特別措置法など、こういった法律を手がか
りに人々の生活を支えていく。それらの法律に定めてある部分は出せるし、出す
べきだと書いてあります。たとえば、災害救助法の中で、家が流されたり、津波
や地震で壊れてしまったりして全壊と認められたときはある程度のお金が出るこ
とになっているということです。それで、普段であればきちんとした手続きが必
要でも、今回の震災の場合には、かなり弾力的な運用が行われています。また、
被災した人の医療費が免除されるといったことがあるのですけれども、これらの
情報の伝達にはやはりすごく濃淡があって、知らない人は今でも手続きの方法を
知らないと思いますし、そういう制度の存在すら知らないという人も結構おられ
ます。また、こういう法律の弾力的な運用を指示する通達はかなり多く出されて
いるのですけれども、実際には現場で止められているところが結構多いのではな
いかというふうに東京武道館で思いました。
埼玉では、さいたまスーパーアリーナというところで、1,000人単位だったと
思いますが、やはり避難してきている人を受け入れていて、ここでは食事やボラ
ンティアの受け入れというのも積極的に行われているということです。埼玉と東
京とで対応に結構はっきりした違いがあったのは確かなようです。理由の一つに、
埼玉県と福島県との間に、被災した県（福島）を別の県（埼玉）が 1 対 1 で支援
しますという支援協定の存在があったらしいのです。東京都の対応との違いがそ
の協定の有無で説明できるとも思われませんけど。
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それで今は、避難所で暮らしていた人、東京武道館、味の素スタジアム、さい
たまスーパーアリーナ、ビッグサイト、国際フォーラム、そういったところで暮
らしていた人が一旦旅館に移って、ぼちぼち都営住宅などに転居というような状
況です。今、赤坂プリンスホテルに800人ぐらいが暮らしていると思うのですが、
一応ここは食事が入るということになっています。しかし、6 月30日で取り壊し
で、終わりの日が決まっています。また、東京ユースホステルという飯田橋にあ
る新しいホテルですが、ここは 6月12日までで30人ぐらいの人がいました。ここ
は食事が出ません。また、プリンスホテルの中にいる人だって、別に悠々自適の
生活をしているわけではないということは少し考えればわかると思います。しか
し、プリンスホテルというホテルの印象から、いたれりつくせりみたいなイメー
ジを持たれがちで、実際にそういう新聞記事も出てしまっています。少し想像力
を働かせれば、入っている人の経済状況やこれからの生活について本当に見通し
が立たない、所持金も底をつきつつあるという人が多くいるということはすぐわ
かると思うのですが。
避難した方達のうち希望する人は、これから都営住宅などのほうに移るのです
が、都営住宅が500戸ぐらい、それから公務員住宅が100戸ぐらい準備されていて、
期限は半年というふうに決められています。これは延長があるのではないかとい
われているのですが、ここに入ると食事が出ません。区のアパートに入ったらど
うなるかというと、区のアパートというのは自治体が民間のアパートを借りて、
そこに被災した人を受け入れるという形でやっているのですが、1 年間限定で、
1 年経ったら民間の正規家賃を払わなければいけないのです。もちろん食事はな
しということになっています。
ここで特に問題になるのは、30kmという線引きです。30km圏外からの人たち
のことを自主避難と呼ぶ問題点については、先ほども言いましたように、施策に
大きな差があるのです。たとえば都営住宅の入居というのは、5 月初旬までは
30km圏の外から避難した人も都営住宅に入れたのですけれども、その後、30km
圏外から来た人は入れませんというふうに変更されました。これは大体、文部科
学省から「年間被曝線量20ミリシーベルト以下」の校庭利用基準が発表されたの
と同じぐらいの時期になります。この20ミリシーベルトの基準にしても、30km
での線引きと同じように、人々の移動に対して、上から網をかけて制限していく
ように機能しています。つまり、線量が20ミリシーベルト以下のところからの移
動に対しては、自主的な移動と見なして、基本的には援助の施策を行わないとい
うことになります。避難後の経済的な基盤をあらかじめ奪うことで、結果として
移動を封じるというように機能するわけです。一方で、一定の基準よりも線量が
高かったり、原発に近いところについては、政策として移動を強要していくこと
も行われています。
緊急ティーチイン＠和光大学：震災・脱原発を考える── 261
しかし、結局のところ人が移住する、しないというのは、人それぞれが、生活
や家族構成、収入、それらのつながりなどを総合的に判断して決めるものでしょ
う。移住するということをリアルな事柄として想定してみれば、移住してしばら
くの間は失業して収入がゼロに近づいたり、それまでの生活上の周囲とのつなが
りが消滅するというような事が想定されることになると思います。避難所に移っ
た人たちに降りかかる現実の一端は先ほど私が紹介しましたとおりです。それに
もかかわらず、それらのことを踏まえた上で、本当に多くの人々の移住が今現在
起こっています。それはやはり誰にも止められない動きなんだろうと思います。
また、被曝の危険を十分に考慮した上で、現地に残ることを決める人もいるでし
ょう。このような、ある人々が移動すること、別の人々がその場にとどまること、
これらを禁止することなどできないということを考えたい。移動と滞留を繰り返
すことは人間の生の本質なんじゃないかなと。これは止めようとしても無駄なこ
とで、よい悪いではないんじゃないか。それで、30kmとか20ミリシーベルトと
いう基準は、それらの人々の生活の動きを無理やり止めた上で、科学的基準とい
う名の下に、管理する側に都合の良いところで恣意的に線を引いて、人々の移動
を管理していこうというものです。しかし、やはりそういったことはそもそも不
可能だろうと。そのような管理ではなく、人々の暮らしの中から生じる「運動」
について考えていきたいなと思っています。
学問についてということですが、この30km圏、それから20ミリシーベルトで
も大丈夫だという話というのは政府の発した線引きではあるのですけれども、こ
ういったものを裏打ちしているのは科学的な所見でしょう。そして、原発や放射
能の影響については、いわゆる科学者が科学的に間違った判断を続けてきたとい
う歴史があるわけです。たとえばチェルノブイリだったり、イギリスのセラフィ
ールドだったり、科学者が大丈夫だと言っていた場所が、全く大丈夫でなかった
ということがしょっちゅう起こっている。それは、科学と社会との関係とか、科
学知識の社会的な文脈における解釈とかいうようなレベルの話ではなく、科学者
の所見や調査が、普通に科学として間違いだったということを何回も繰り返して
きているということです。そしてそのような、明らかに科学としても間違いをは
らんでいる解釈や判断が、法律を介して人々の生活に大きく影響している、規定
しているということをここで改めて指摘しておきたいと思います。原発について
の科学的な知識を語ることの政治性が、今までになく増しているというのはそう
いうことなんじゃないかと思っています。
その視点で、2011年 4 月に自然科学系の学会から出された「34学会（44万会員）
会長声明 日本は科学の歩みを止めない──学会は学生・若手と共に希望ある日
本の未来を築く」、で三つの提言が出されています。1 番目の提言は「 1 ～ 2 年
の間、学生・若手研究者が勉学・研究の歩みを止めず未来に希望を持つための徹
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底的支援を行います」、2 番目の提言は「被災した大学施設、研究施設、大型科
学研究施設の早期復旧復興および教育研究体制の確立支援を行います」というも
のです。3 番目が「国内および国際的な原発災害風評被害を無くすため海外学会
とも協力して正確な情報を発信します」となっていて、1 番、2 番と質的に全然
違うのです。この時点では、たとえば炉心がメルトダウンしているという評価が
公式には出ていなかったわけですから、例えばメルトダウンの危険を訴えるよう
な危険性を強調した言説は風評被害に見立てて、これをなくすために努力します
という宣言と受け取れるものになっています。これはいったい誰に対して言って
いるのかということなのです。一般の市民に向けての提言であるなら、科学技術
の研究活動の結果がもたらしている被害が目前で生じているさ中に、科学技術政
策への反省の言もなく、拡大が懸念されている被害を防ぐことへの提言もないま
まに、自分たちの研究資源だけは失いたくないという宣言は出さないでしょう。
つまり、これは科学技術予算を出す側へのメッセージなのです。意地悪な言い方
をすれば、「いわゆる風評被害をなくすことに努力しますので、1 番目と 2 番目
の提言のようにお金を出してください」と言っているように見られかねないもの
になっています。これらの学会の声明というのは、先行する事業仕分けのときに
出された科学技術予算削減に反対する内容の学会長連名宣言とほぼ同内容と言わ
れていますので、同様の意図から今回の声明が出たと思われます。ここに、現代
の自然科学の学問が、資金の出所にばかり目が向いているということを表す象徴
的なエピソードであることが窺えます。本来は間接的、直接的に、人々の幸福の
ために予算を取っているはずの学問が、人々の生活と健康が危機に瀕している時
に、なぜ予算確保が最優先事項になってしまったのかについて真剣に考えなくて
はなりません。
［むかい こういちろう］
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